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　政府は2026年4月、デジタル行政推進法と情報処理促
進法の2つの現行法を改正する法律案を閣議決定し、国
会に提出した。施行時期は、公布の日から起算して1
年6か月を超えない範囲内で政令により定められる。第
221回特別国会で成立すれば、2027年度中に施行される
可能性がある。
　法律案の提出理由には、「国の行政機関等の保有する
データを活用し、行政手続に関連する国民の利便性の
向上を図るため、当該データの活用を行う事業を認定」
すること、「これに伴う独立行政法人情報処理推進機構

（IPA）の体制の整備を図る」こと等が記されている。
　具体的に見てみよう。今回の改正案の柱は、民間企業
等が、国の行政機関等の保有するデータを活用した事
業（国等データ活用事業）を行う際の認定制度の創設だ。
企業が事業計画を作り申請すると、指針への適合性や法
令上の適切性、個人情報保護の観点等から審査が行われ
る。1社での利用だけでなく、複数の企業による共同利
用も可能だ。
　認定を受けた企業は、認定事業の実施に必要なデータ
について、国の行政機関等に提供を求めることができる。
法案では、国の行政機関等は求めを受けた場合、積極的
なデータ提供に努めることも規定されている。
　これまで、企業がデータを活用した事業を企画した場
合、「このデータを使うと個人情報保護法に抵触するの
ではないか」といった懸念を持つこともあったかもしれ
ない。新制度では、事業計画の認定に際し、データに個
人情報が含まれる場合には、主務大臣が個人情報保護委

員会に協議することとされている。これにより、個人情
報保護法上の適切性についても確認しながら、事業を進
めやすくなる。
　またIPAが、データの安全管理に関する技術的な支援
も行う。このようなサポートを受けながら、より適切に
事業を進めやすくなるため、企業にとっては、法令面・
安全管理面の不安を軽減しながらデータ活用に取り組め
る点で、制度上の後押しになると考えられる。
　政府は2012年の「電子行政オープンデータ戦略」以
降、公共データの公開と利活用を進めてきた。しかし現
実には、行政データの利活用を通じた価値創出は十分に
進んでいるとは言い難い。オープンデータ政策では、行
政データをCSV形式等の機械判読に適した「マシンリー
ダブル」形式で公開する取組を進めてきたが、PDF形
式等で公開される例も多く、二次利用しにくいことが課
題となっている。関連資料では、行政データの機械判読
性を担保するルールの整備も示されており、今後作成さ
れるテーブルデータについて、各府省庁で段階的に取組
を進める方向が示されている。
　想定される活用例として、3種が挙げられている。3
つ目の例は、法人同士が取引をする際等の資格情報の確
認に、国等のデータを活用することを想定している。例
えばその企業がどのような許認可を取得しているかを確
認する際、企業自身に証明書等の提出を求めなくても、
国等のデータを直接参照して確認できるようになる。こ
れが実現すれば、確認コスト削減や生産性向上が期待で
きる。
　これまで行政データの利活用は、公開済みのオープ
ンデータや個別制度に基づく利用が中心だった。今回
の制度は、事業計画の認定、安全管理、関係機関との
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自動運転車両・インフラ関連技
術の開発

建設現場におけるカメラ画像の
安全対策への活用

取引相手先確認のための国等の
データ活用

対象データ

・�自動車メーカーや損保会社の
保有するGPSデータ

・�国や自治体が保有する土地、
交通、建物等に関連するデー
タ

・�国が保有する事故情報等関連
データ

・�建設業者が所有する、建設現
場に設置されている防犯カメ
ラの映像データ

・�国や自治体が保有する様々な
営業認可や資格情報等

想定対象企業 自動運転技術開発企業等 防犯カメラ等開発企業 情報サービス事業者等

内容
様々なデータを組み合わせるこ
とで、自動運転車両やインフラ
関連技術の開発等を行う。

ヒヤリハット事例等を把握し予
防的な対策を講じる。AIによる
危険行動の自動検知や作業状
況の分析による安全管理・リス
ク対応の高度化を図る。

法人等が取引する際、その都度
相手方等に対して許認可情報等
を提出するよう求めるのではな
く、API等で情報を提供し、確認
コスト削減を図る。

調整を前提に、行政データを社会課題の解決や新たな
サービス開発へつなげる仕組みとして位置づけられる。
AI開発やデータ分析の高度化が進む中、官民データ連

携をどこまで安全かつ実効的に進められるかが焦点と
なる。

出典：デジタル行財政改革会議資料を基に作成

想定されるデータ活用例


